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連結流動性リスク管理に係る開示事項

流動性に係るリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項
連結グループの流動性リスクを確実に認識し、計測・評価し、報告するための態勢
流動性リスクは、「資金繰りリスク」と「市場流動性リスク」からなります。「資金繰りリスク」とは、金融機関の財

務内容の悪化などにより必要な資金が確保できず資金繰りがつかなくなるリスクや、資金の確保に通常よりも著しく高
い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスクのことをいいます。また、「市場流動性リスク」と
は、市場の混乱などにより市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされ
たりすることにより損失を被るリスクのことをいいます。
取締役会は、当行の流動性リスク管理に関する最高意思決定機関であり、リスク管理体制を構築する責任を負い、適

切で有効なリスク管理体制を構築・維持するための諸施策の実施について、必要な決定を行っています。グループCRO
（最高リスク管理責任者）が取締役会で承認された管理体制の運営と重要な対応策の実施について責任を負い、コンプラ
イアンス・リスク統括部長がリスク管理にかかる規程類の策定及び組織体制の整備について責任を負うこととなってい
ます。
また、当行では、ALM管理体制のもと、流動性リスク管理を行っています。「ALM委員会」は、定期的に流動性リス

クの状況等にかかる各種報告を受け、流動性リスクに関する運営方針等の協議を行っています。
こうした体制のもと、「コンプライアンス・リスク統括部」は、流動性リスク管理部署として、資産や負債のさまざま

な変化が資金繰り等に与える影響を把握・モニタリングすることで、流動性リスクが増大しないように管理しています。
また、「市場営業部」は、資金繰り管理部署として、資金繰りポジション等の内部環境、経済や市場等の外部環境等の情
報を収集・分析し、適切な資金繰りを行っています。

流動性に係るリスク管理上の指標に関する事項
・前項に記載した態勢において計測・評価するリスク管理上の主要な指標等の考え方や活用状況

当行では、「コンプライアンス・リスク統括部」が調達限度枠等の流動性リスク管理項目や流動性カバレッジ比率及
び安定調達比率等をモニタリングし、「ALM委員会」における協議を通じて、流動性リスクのコントロール及び削減
を実施し、流動性に係る経営の健全性の維持・向上に努めています。

・連結グループの内部管理上の流動性資産
流動性リスク管理項目として、「資金繰りリスク」については、資金繰りを当行の規模・業容に見合った範囲にコン
トロールするため、円貨・外貨それぞれに市場調達の限度枠を設定しています。くわえて、円貨では、資金繰り逼
迫度に応じて短期に資金化可能な資産（流動性準備）の最低保有額を設定しています。

・オンバランス及びオフバランス項目の満期区分別の資金流入・資金流出に係るギャップ
外貨では、資金の運用・調達の差額から発生する必要資金調達額（資金ギャップ額）等に上限を設定しています。

・内部管理上モニタリングしているその他の主要な指標等
長期（概ね1年超）の外貨資金繰りの安定性を一定水準に維持するため、低流動性資産と安定調達等の対比による指
標に目処値を設定しています。
また、「市場流動性リスク」については、取引を行う商品の市場規模等に留意したうえで、各市場取引におけるポジ
ション限度枠を設定しています。

・前記に掲げた指標等への限度値の活用状況
上記「内部管理上モニタリングしているその他の主要な指標等」に含めて記載しています。

・ストレステストの概要及びその活用方法
資金繰り逼迫度の急な悪化等に備え、当行自身の信用リスクの顕在化とマーケットの混乱等が同時に発生する状況
などを想定したシナリオにより、流動性リスクのストレス・テストを四半期毎に実施しています。このシナリオは、
バーゼル銀行監督委員会「健全な流動性リスク管理及びその監督のための諸原則」などを参考に設定しています。

その他流動性に係るリスク管理に関する事項
当行では、資金繰りの逼迫度を「平常時・要注意時・懸念時・危機時」に区分し、通貨毎の資金繰り逼迫度に応じて

資金繰りリスクの管理を行っています。また、資金繰り逼迫度に応じた、資金調達手段ならびに業務フローをあらかじ
め定めているほか、その実効性を確認するため、拠点別に定期的な訓練を実施し、危機時に備えた調達手段の確保に努
めています。
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連結流動性カバレッジ比率に関する定性的開示事項

時系列における連結流動性カバレッジ比率の変動に関する事項
過去2年間の連結流動性カバレッジ比率の主要な変動及びその要因に関する定性的な説明

2025年3月期第4四半期の連結流動性カバレッジ比率は129.3％（前四半期比2.7％低下）となりました。なお、当
行の連結流動性カバレッジ比率は、過去2年間にわたって規制基準を大きく上回る水準で安定的に推移しております。

連結流動性カバレッジ比率の水準の評価に関する事項
連結グループによる連結流動性カバレッジ比率の水準に関する評価

当期の流動性カバレッジ比率は、規制基準を大きく上回り、問題のない水準を確保しています。
前項の評価で課題が生じた場合の実務上の対応策

特に課題はありません。
今後の連結流動性カバレッジ比率の見通しに関する定性的な説明

当行の資産・負債構成に大きな変動が見込まれないことから、流動性カバレッジ比率も預金や貸出金の季節的な動
き等に伴い、過去の推移と同様の動きとなることが見込まれます。なお、今後も同比率の見通しと実績値が大きく乖
離することは想定されません。

実績値が当初の見通しと大きく異なる場合には、その異なった理由の追加的な説明
当期の流動性カバレッジ比率は、想定の範囲内で推移しました。

算入可能適格流動資産の合計額の内容に関する事項
算入可能適格流動資産の通貨又は種類等の構成や所在地に著しい変動があった場合に関する説明

当期の算入可能適格流動資産は、当行が保有する日本国債や米国債、日本銀行等への預け金などであり、当該資産
に著しい変動等はありません。
なお、連結子会社が保有する資産については、連結流動性カバレッジ比率の算定において、適格流動資産として計

上していません。
主要な通貨※における算入可能適格流動資産の合計額と純資金流出額の間に著しい通貨のミスマッチがある場合には、そ
のミスマッチに関する評価及びミスマッチへの実務上の対応策に関する説明

当行では、円以外の主要な通貨として「米ドル」が該当します。なお、当該通貨における算入可能適格流動資産の
合計額と純資金流出額の間に著しい通貨のミスマッチはありません。
※当該通貨建て負債の合計額が、銀行の負債合計額の5％以上を占める円以外の通貨をいいます。

その他連結流動性カバレッジ比率に関する事項
・流動性比率告示第29条に定める「適格オペレーショナル預金に係る特例」に関する説明

当行は、「適格オペレーショナル預金に係る特例」を適用していません。
・流動性比率告示第38条に定める「シナリオ法による時価変動時所要追加担保額」を適用している場合に関する説明

当行は、「シナリオ法による時価変動時所要追加担保額」を適用していません。
・流動性比率告示第53条に定める「その他偶発事象に係る資金流出額」、同告示第60条に定める「その他契約に基づく
資金流出額」又は同告示第73条に定める「その他契約に基づく資金流入額」に関する説明
当行では、「その他偶発事象に係る資金流出額」として、投資ファンドに対する未出資金を計上しています。また、
「その他契約に基づく資金流出額」には、主に約定未受渡しの市場性運用資金等を計上し、「その他契約に基づく資
金流入額」には、主に約定未受渡しの市場性調達資金等を計上しています。
なお、連結子会社の負債については、連結流動性カバレッジ比率の算定において、保守的にその流動負債が全額流
出するとみなし、「その他契約に基づく資金流出額」に計上しています。

流動性カバレッジ比率（日次平均の値をいう。）の内訳のうち、日次データを使用しない
項目に関する説明
当行は、流動性カバレッジ比率（日次平均）の算定にあたり、月次データ（流動性比率告示に定める「中小企業等」

や「安定預金」の要件確認に用いる属性情報等）や四半期次データ（連結子会社に関する情報等）を利用していますが、
いずれも流動性カバレッジ比率（日次平均）に大きな影響はありません。
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連結流動性カバレッジ比率に関する定量的開示事項
（単位：百万円、％、件）

項目 当四半期 前四半期

適格流動資産（1）
1 適格流動資産の合計額 4,732,947 5,259,600

資金流出額（2） 資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

2 リテール無担保資金調達に係る資金流出額 11,822,891 937,819 11,774,772 934,859

3 うち、安定預金の額 3,492,423 104,772 3,465,973 103,979

4 うち、準安定預金の額 8,330,467 833,046 8,308,798 830,879

5 ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額 5,403,398 3,187,599 5,728,251 3,469,463

6 うち、適格オペレーショナル預金の額 - - - -

7 うち、適格オペレーショナル預金及び負債性有価証券以外
のホールセール無担保資金調達に係る資金の額 5,219,878 3,004,079 5,597,214 3,338,426

8 うち、負債性有価証券の額 183,519 183,519 131,037 131,037

9 有担保資金調達等に係る資金流出額 4,873 3,019

10 デリバティブ取引等、資金調達プログラム及び与信・流動性
ファシリティに係る資金流出額 2,016,110 357,246 2,067,522 390,715

11 うち、デリバティブ取引等に係る資金流出額 224,033 224,033 255,287 255,287

12 うち、資金調達プログラムに係る資金流出額 - - - -

13 うち、与信・流動性ファシリティに係る資金流出額 1,792,076 133,213 1,812,234 135,428

14 資金提供義務に基づく資金流出額等 122,978 108,304 122,974 110,106

15 偶発事象に係る資金流出額 1,725,380 85,869 1,671,410 81,575

16 資金流出合計額 4,681,713 4,989,740

資金流入額（3） 資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

17 有担保資金運用等に係る資金流入額 - - - -

18 貸付金等の回収に係る資金流入額 936,336 644,527 829,292 585,598

19 その他資金流入額 406,051 379,552 437,409 421,449

20 資金流入合計額 1,342,387 1,024,079 1,266,701 1,007,048

連結流動性カバレッジ比率（4）

21 算入可能適格流動資産の合計額 4,732,947 5,259,600

22 純資金流出額 3,657,633 3,982,691

23 連結流動性カバレッジ比率 129.3 132.0

24 平均値計算用データ数 57 63
（注） 上記は、2015年金融庁告示第7号に基づく開示事項です。
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連結安定調達比率に関する定性的開示事項

時系列における連結安定調達比率の変動に関する事項
過去3年間の連結安定調達比率の主要な変動及びその要因に関する定性的な説明

2025年3月期第4四半期の連結安定調達比率は124.2％（前四半期比0.8％低下）となりました。なお、当行の連結
安定調達比率は、過去3年間にわたって規制基準を上回る水準で安定的に推移しております。

流動性比率告示第101条各号に掲げる要件を満たす場合に関する事項
流動性比率告示第101条に定める「相互に関係する資産・負債の特例」を適用している場合には、その適用対象と相互
関係性に関する説明

当行は、「相互に関係する資産・負債の特例」を適用していません。

その他連結安定調達比率に関する事項
・連結グループによる連結安定調達比率の水準に関する評価

当期の安定調達比率は、規制基準を上回り、問題のない水準を確保しています。
・前項の評価で課題が生じた場合の実務上の対応策

特に課題はありません。
・今後の連結安定調達比率の見通しに関する定性的な説明

今後の安定調達比率の見通しが現在の水準から大きく乖離することは想定していません。
・実績値が当初の見通しと大きく異なる場合には、その異なった理由の追加的な説明

当期の安定調達比率は、当初の見通しと大きく異なっていません。
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連結安定調達比率に関する定量的開示事項
（単位：百万円、％）

項番

当四半期 前四半期
算入率考慮前金額

算入率考
慮後金額

算入率考慮前金額
算入率考
慮後金額満期なし 6月未満 6月以上

1年未満 1年以上 満期なし 6月未満 6月以上
1年未満 1年以上

利用可能安定調達額 (1)
1 資本の額 1,037,259 − − 5 1,037,265 1,073,640 − − 6 1,073,647
2 うち、普通株式等Tier1資本、そ

の他Tier1資本及びTier2資本
（基準日から１年を経過する前に
弁済期が到来するものを除く。）
に係る基礎項目の額

1,037,259 − − 5 1,037,265 1,073,640 − − 6 1,073,647

3 うち、上記に含まれない資本調達
手段及び資本の額 − − − − − − − − − −

4 個人及び中小企業等からの資金調達 11,807,997 − − − 10,800,365 11,954,363 − − − 10,938,597
5 うち、安定預金等の額 3,463,342 − − − 3,290,175 3,593,423 − − − 3,413,751
6 うち、準安定預金等の額 8,344,655 − − − 7,510,189 8,360,939 − − − 7,524,845
7 ホールセール資金調達 3,441,859 2,995,859 435,214 1,456,037 3,633,114 3,029,780 3,682,192 281,956 1,447,743 3,520,974
8 うち、適格オペレーショナル預金

の額 − − − − − − − − − −

9 うち、その他のホールセール資金
調達の額 3,441,859 2,995,859 435,214 1,456,037 3,633,114 3,029,780 3,682,192 281,956 1,447,743 3,520,974

10 相互に関係する資産がある負債 − − − − − − − − − −
11 その他の負債 1,380 409,576 − 32,941 − 17,758 436,417 − 40,622 −
12 うち、デリバティブ負債の額 30,215 40,306
13 うち、上記に含まれない負債の額 1,380 409,576 − 2,725 − 17,758 436,417 − 315 −
14 利用可能安定調達額合計 15,470,744 15,533,219
所要安定調達額 (2)
15 流動資産の額 163,372 104,381
16 金融機関等に預け入れているオペレー

ショナル預金に相当するものの額 4,986 − − − 4,986 6,180 − − − 6,180

17 貸出金又はレポ形式の取引による資産
及び有価証券その他これに類するもの
の額

318,454 2,063,362 782,313 11,305,705 10,810,629 315,216 2,166,067 814,856 11,173,280 10,766,143

18 うち、レベル1資産を担保とする
金融機関等への貸出金及びレポ形
式の取引による額

− − − − − − − − − −

19 うち、項番18に含まれない金融
機関等への貸出金及びレポ形式の
取引による額

850 321,359 53,691 609,247 685,148 646 330,830 73,351 602,642 689,589

20 うち、貸出金又はレポ形式の取引
による資産の額
（項番18、19及び22に該当する
額を除く。）

− 1,068,503 518,524 4,007,931 4,049,610 − 1,192,270 539,273 3,925,692 4,049,447

21 うち、リスク・ウェイトが
35%以下の資産の額 − 292,944 98,390 753,225 685,264 − 333,011 104,937 765,812 716,752

22 うち、住宅ローン債権 − 187,798 165,360 6,164,669 5,055,853 − 191,493 165,368 6,085,245 5,000,885
23 うち、リスク・ウェイトが

35%以下の資産の額 − 56,197 56,431 1,803,474 1,228,573 − 54,889 54,791 1,750,019 1,192,353

24 うち、流動資産に該当しない有価
証券その他これに類するもの 317,603 485,699 44,736 523,856 1,020,016 314,569 451,473 36,863 559,699 1,026,220

25 相互に関係する負債がある資産 − − − − − − − − − −
26 その他の資産等 173,995 48,794 19,761 1,070,578 1,290,190 176,646 57,094 13,592 1,141,500 1,367,698
27 うち、現物決済されるコモディ

ティ（金を含む。） − − − −

28 うち、デリバティブ取引等又は中
央清算機関との取引に関連して預
託した当初証拠金又は清算基金
（連結貸借対照表に計上されない
ものを含む。）

24,020 20,417 21,373 18,167

29 うち、デリバティブ資産の額 − − − −
30 うち、デリバティブ負債（変動証

拠金の対価の額を減ずる前）の額 4,065 4,065 5,193 5,193

31 うち、上記に含まれない資産及び
資本の額 173,995 48,794 19,761 1,042,492 1,265,707 176,646 57,094 13,592 1,114,932 1,344,337

32 オフ・バランス取引 3,612,842 179,305 3,509,641 174,975
33 所要安定調達額合計 12,448,485 12,419,380
34 連結安定調達比率 124.2 125.0

（注） 上記は、2015年金融庁告示第7号に基づく開示事項です。
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単体流動性リスク管理に係る開示事項
前記「【銀行 連結】「連結流動性リスク管理に係る開示事項」」に含めて記載しています。

単体流動性カバレッジ比率に関する定性的開示事項

時系列における単体流動性カバレッジ比率の変動に関する事項
過去2年間の単体流動性カバレッジ比率の主要な変動及びその要因に関する定性的な説明

2025年3月期第4四半期の単体流動性カバレッジ比率は132.1％（前四半期比2.4％低下）となりました。なお、当
行の単体流動性カバレッジ比率は、過去2年間にわたって規制基準を大きく上回る水準で安定的に推移しております。

そのほかの定性的開示事項につきましては、前記「【銀行 連結】「連結流動性カバレッジ比率に関する定性的開示事
項」」に含めて記載しています。

単体流動性カバレッジ比率に関する定量的開示事項
（単位：百万円、％、件）

項目 当四半期 前四半期

適格流動資産（1）

1 適格流動資産の合計額 4,732,947 5,259,600

資金流出額（2） 資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

2 リテール無担保資金調達に係る資金流出額 11,822,923 937,822 11,774,773 934,859

3 うち、安定預金の額 3,492,427 104,772 3,465,973 103,979

4 うち、準安定預金の額 8,330,496 833,049 8,308,800 830,880

5 ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額 5,432,737 3,216,938 5,756,081 3,497,293

6 うち、適格オペレーショナル預金の額 - - - -

7 うち、適格オペレーショナル預金及び負債性有価証券以外
のホールセール無担保資金調達に係る資金の額 5,242,901 3,027,102 5,619,854 3,361,066

8 うち、負債性有価証券の額 189,835 189,835 136,227 136,227

9 有担保資金調達等に係る資金流出額 4,873 3,019

10 デリバティブ取引等、資金調達プログラム及び与信・流動性
ファシリティに係る資金流出額 2,006,051 356,743 2,057,362 390,207

11 うち、デリバティブ取引等に係る資金流出額 224,033 224,033 255,287 255,287

12 うち、資金調達プログラムに係る資金流出額 - - - -

13 うち、与信・流動性ファシリティに係る資金流出額 1,782,017 132,710 1,802,074 134,920

14 資金提供義務に基づく資金流出額等 41,250 26,576 42,845 29,977

15 偶発事象に係る資金流出額 1,749,572 86,618 1,697,332 82,376

16 資金流出合計額 4,629,573 4,937,734

資金流入額（3） 資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

17 有担保資金運用等に係る資金流入額 - - - -

18 貸付金等の回収に係る資金流入額 959,488 667,678 850,058 606,363

19 その他資金流入額 406,080 379,581 437,436 421,476

20 資金流入合計額 1,365,569 1,047,260 1,287,495 1,027,840

単体流動性カバレッジ比率（4）

21 算入可能適格流動資産の合計額 4,732,947 5,259,600

22 純資金流出額 3,582,313 3,909,893

23 単体流動性カバレッジ比率 132.1 134.5

24 平均値計算用データ数 57 63
（注） 上記は、2015年金融庁告示第7号に基づく開示事項です。
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単体安定調達比率に関する定性的開示事項

時系列における単体安定調達比率の変動に関する事項
過去3年間の単体安定調達比率の主要な変動及びその要因に関する定性的な説明

2025年3月期第4四半期の単体安定調達比率は126.5％（前四半期比0.9％低下）となりました。なお、当行の単体
安定調達比率は、過去3年間にわたって規制基準を上回る水準で安定的に推移しております。

そのほかの定性的開示事項につきましては、前記「【銀行 連結】「連結安定調達比率に関する定性的開示事項」」に
含めて記載しています。
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単体安定調達比率に関する定量的開示事項
（単位：百万円、％）

項番

当四半期 前四半期
算入率考慮前金額

算入率考
慮後金額

算入率考慮前金額
算入率考
慮後金額満期なし 6月未満 6月以上

1年未満 1年以上 満期なし 6月未満 6月以上
1年未満 1年以上

利用可能安定調達額 (1)
1 資本の額 1,037,259 − − 5 1,037,265 1,073,640 − − 6 1,073,647
2 うち、普通株式等Tier1資本、そ

の他Tier1資本及びTier2資本
（基準日から１年を経過する前に
弁済期が到来するものを除く。）
に係る基礎項目の額

1,037,259 − − 5 1,037,265 1,073,640 − − 6 1,073,647

3 うち、上記に含まれない資本調達
手段及び資本の額 − − − − − − − − − −

4 個人及び中小企業等からの資金調達 11,807,997 − − − 10,800,365 11,954,363 − − − 10,938,597
5 うち、安定預金等の額 3,463,342 − − − 3,290,175 3,593,423 − − − 3,413,751
6 うち、準安定預金等の額 8,344,655 − − − 7,510,189 8,360,939 − − − 7,524,845
7 ホールセール資金調達 3,441,859 2,995,859 435,214 1,456,037 3,633,114 3,029,780 3,682,192 281,956 1,447,743 3,520,974
8 うち、適格オペレーショナル預金

の額 − − − − − − − − − −

9 うち、その他のホールセール資金
調達の額 3,441,859 2,995,859 435,214 1,456,037 3,633,114 3,029,780 3,682,192 281,956 1,447,743 3,520,974

10 相互に関係する資産がある負債 − − − − − − − − − −
11 その他の負債 1,380 183,775 − 32,941 − 17,758 206,745 − 40,622 −
12 うち、デリバティブ負債の額 30,215 40,306
13 うち、上記に含まれない負債の額 1,380 183,775 − 2,725 − 17,758 206,745 − 315 −
14 利用可能安定調達額合計 15,470,744 15,533,219
所要安定調達額 (2)
15 流動資産の額 163,372 104,381
16 金融機関等に預け入れているオペレー

ショナル預金に相当するものの額 4,986 − − − 4,986 6,180 − − − 6,180

17 貸出金又はレポ形式の取引による資産
及び有価証券その他これに類するもの
の額

318,454 2,063,362 782,313 11,305,705 10,810,629 315,216 2,166,067 814,856 11,173,280 10,766,143

18 うち、レベル1資産を担保とする
金融機関等への貸出金及びレポ形
式の取引による額

− − − − − − − − − −

19 うち、項番18に含まれない金融
機関等への貸出金及びレポ形式の
取引による額

850 321,359 53,691 609,247 685,148 646 330,830 73,351 602,642 689,589

20 うち、貸出金又はレポ形式の取引
による資産の額
（項番18、19及び22に該当する
額を除く。）

− 1,068,503 518,524 4,007,931 4,049,610 − 1,192,270 539,273 3,925,692 4,049,447

21 うち、リスク・ウェイトが
35%以下の資産の額 − 292,944 98,390 753,225 685,264 − 333,011 104,937 765,812 716,752

22 うち、住宅ローン債権 − 187,798 165,360 6,164,669 5,055,853 − 191,493 165,368 6,085,245 5,000,885
23 うち、リスク・ウェイトが

35%以下の資産の額 − 56,197 56,431 1,803,474 1,228,573 − 54,889 54,791 1,750,019 1,192,353

24 うち、流動資産に該当しない有価
証券その他これに類するもの 317,603 485,699 44,736 523,856 1,020,016 314,569 451,473 36,863 559,699 1,026,220

25 相互に関係する負債がある資産 − − − − − − − − − −
26 その他の資産等 173,995 48,794 19,761 844,777 1,064,389 176,646 57,094 13,592 911,828 1,138,027
27 うち、現物決済されるコモディ

ティ（金を含む。） − − − −

28 うち、デリバティブ取引等又は中
央清算機関との取引に関連して預
託した当初証拠金又は清算基金
（連結貸借対照表に計上されない
ものを含む。）

24,020 20,417 21,373 18,167

29 うち、デリバティブ資産の額 − − − −
30 うち、デリバティブ負債（変動証

拠金の対価の額を減ずる前）の額 4,065 4,065 5,193 5,193

31 うち、上記に含まれない資産及び
資本の額 173,995 48,794 19,761 816,691 1,039,906 176,646 57,094 13,592 885,261 1,114,665

32 オフ・バランス取引 3,600,470 178,758 3,497,230 174,425
33 所要安定調達額合計 12,222,137 12,189,158
34 単体安定調達比率 126.5 127.4

（注） 上記は、2015年金融庁告示第7号に基づく開示事項です。
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